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１．国民の皆様へ 
日本年金機構（以下「機構」という。）は、日本年金機構法（平成 19 年法律

第 109 号）に基づき国（厚生労働大臣）から委任・委託を受け、公的年金に係

る一連の運営業務（適用・徴収・記録管理・相談・年金給付などに関する事務）

を担っており、お客様からの意見を反映しつつ提供するサービスの質の向上を

図るとともに、業務運営の効率化並びに業務運営における公正性及び透明性の

確保に努めることを理念として業務に当たっています。 

機構が行うべき業務については、厚生労働大臣が定め機構に指示した、中期

目標（令和６年４月１日から令和 11 年３月 31 日までの５年間において機構が

達成すべき業務運営に関する目標)に基づき、中期計画（第４期）を策定して実

施しており、令和７年度においては、当該中期計画に基づき策定した令和７年

４月１日から令和８年３月 31 日までの年度計画に基づいて業務を実施しまし

た。 

機構は、国庫又は保険料を財源とする運営費交付金を運営経費の財源として

いますが、令和７年度の事業活動の結果は、当期総利益（交付金などの経常収

益から業務経費、一般管理費などの経常費用を差し引いた金額）が３６２億９

百万円となりました。これは、入札によるコストの削減等が図られたことによ

るものです。 
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２．基本情報 
（１）機構の概要 
  ① 機構の目的 
     機構は、日本年金機構法に定める業務運営の基本理念に従い、厚生労働

大臣と密接な連携を図りながら、政府が管掌する厚生年金保険事業及び国

民年金事業に関し、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び国

民年金法（昭和３４年法律第１４１号）の規定に基づく業務等を行うこと

により、政府管掌年金事業の適正な運営並びに厚生年金保険制度及び国民

年金制度に対する国民の信頼の確保を図り、もって国民生活の安定に寄与

することを目的としています。（日本年金機構法第１条） 
   

② 業務内容 
     機構は、日本年金機構法第１条の目的を達成するため国（厚生労働大臣）

から委任・委託を受け、公的年金に係る一連の運営業務（適用・徴収・記録

管理・相談・年金給付などに関する事務）を担います。 
   

③ 沿革 
     平成１９年７月 日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）公布 
     平成２２年１月 日本年金機構設立 
   

④ 設立根拠法 
     日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号） 
   

⑤ 主務大臣（主務省所管課等) 
厚生労働大臣（厚生労働省年金局事業企画課） 
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⑥ 組織図 (令和 8 年 3 月 31 日現在)   
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（２）本部及び地域代表年金事務所の住所（令和 8 年 3 月 31 日現在） 
  
   本部 

    東京都杉並区高井戸西３－５－２４    
   札幌西地域代表年金事務所 

    北海道札幌市中央区北３条西１１丁目２－１  
   仙台東地域代表年金事務所 

    宮城県仙台市宮城野区宮城野３－４－１   
   浦和地域代表年金事務所 

    埼玉県さいたま市浦和区北浦和５－５－１   
   新宿地域代表年金事務所 

    東京都新宿区新宿５－９－２ MipLa新宿五丁目ビル（3階～8階）  
   横浜中地域代表年金事務所 

    神奈川県横浜市西区みなとみらい３－３－１  

ＫＤＸ横浜みなとみらいタワー６階  
   大曽根地域代表年金事務所 

    愛知県名古屋市東区東大曽根町２８－１   
   大手前地域代表年金事務所 

    大阪府大阪市中央区本町４－３－９ 本町サンケイビル 10・11階  
   三宮地域代表年金事務所 

    兵庫県神戸市中央区江戸町９３ 栄光ビル 3・4階  
   広島東地域代表年金事務所 

    広島県広島市中区基町１－２７  
   高松西地域代表年金事務所 

    香川県高松市錦町２－３－３  
   博多地域代表年金事務所 

    福岡県福岡市博多区博多駅東３－１４－１ 

T-Building HAKATA EAST 4・5階  
 
（３）資本金の状況 

 （単位：百万円） 
区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 99,977 － － 99,977 

資本金合計 99,977 － － 99,977 
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 （４）役員の状況 
            

 （令和８年３月３１日現在） 

役 職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴 

理事長 大竹 和彦 
令和６年１月１日  

令和８年１月１日（再任） 

農林中央金庫 代表理事専務 コーポレート本部長 

（株）農林中金総合研究所 取締役会長 

協同住宅ローン（株） 取締役会長 

副理事長 高橋 俊之 令和８年１月１日 

厚生労働省 年金局長  

三井住友銀行 顧問  

日本総合研究所 特任研究員 

理 事 

【人事・会計部門担当】 
立田 英人 

令和６年１月１日 

令和８年１月１日（再任） 

日本年金機構 未来戦略室次長 

日本年金機構 事業推進統括部長 

日本年金機構 人事部長 

理 事 

【事業企画部門担当】 
和田 康紀 

令和５年７月５日 

令和６年１月１日（再任） 

厚生労働省 大臣官房付 

（併：内閣官房 内閣参事官（内閣官房副長官補付）） 

（併：内閣府本府 地域就職氷河期世代支援加速化事業推

進室参事官） 

（命：内閣官房 社会保障改革担当室参事官） 

（命：内閣官房 孤独・孤立対策担当室参事官） 

厚生労働省 年金局国際年金課長 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター企画戦略局長 

（役員出向） 

理 事 

【事業管理部門担当】  
駒木 賢司 

令和６年 11月 1日 

令和８年１月１日（再任） 

厚生労働省 年金局 事業企画課長 

厚生労働省 社会・援護局 総務課長 

厚生労働省 大臣官房地域保健福祉施策特別分析官 

（役員出向） 

理 事 

【事業推進部門担当】 

加藤 卓 令和８年１月１日 

日本年金機構 財務部長  

日本年金機構 事業企画部長  

日本年金機構 会計・資産管理部長 
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理 事 

【年金給付事業部門担当】 
渡辺 理恵 

令和６年１月１日  

令和８年１月１日（再任） 

日本年金機構 北関東・信越地域第二部運営グループ長 

日本年金機構 北関東・信越地域第二部長 

日本年金機構 相談・サービス推進部長 

理 事 

【システム部門担当】 
細谷 文秋 令和８年１月１日 

日本年金機構 システム企画部システム調整監 

日本年金機構 システム企画部長  

日本年金機構 ＣＩＯ補佐監 

理 事 

【特命担当】 

久保 勇紀 令和８年１月１日 

日本年金機構 中国地域部長  

日本年金機構 特別法人対策部長  

日本年金機構 監査部長 

理 事  

【非常勤】 
辻廣 雅文 

令和６年１月１日 

令和８年１月１日（再任） 

株式会社西武ホールディングス 社外取締役（現職） 

帝京大学 経済学部経営学科教授 兼 帝京大学短期大学 

現代ビジネス学科長（現職） 

理 事  

【非常勤】 
安原 貴彦 令和８年１月１日 

株式会社みずほ銀行 代表取締役副頭取  

みずほ第一フィナンシャルテクノロジー株式会社  

代表取締役社長 

理 事 

【非常勤】 
山宮 慎一郎 

令和６年１月１日  

令和８年１月１日（再任） 

弁護士（ＴＭＩ総合法律事務所パートナー）（現職） 

ＥＲＩホールディングス株式会社 社外取締役（現職）  

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社 

社外監査役（現職） 

理 事  

【非常勤】 
吉永 みち子 

令和４年１月１日 

令和６年１月１日（再任） 

令和８年１月１日（再任） 

ＢＰＯ青少年委員会 委員長（現職） 

民間放送教育協会 会長（現職） 

監 事 工藤 政和 
令和６年１月１日 

令和８年１月１日（再任） 

（独）地域医療機能推進機構 内部統制・監査部長 

日本年金機構 監査部監査アドバイザー 

監 事  

【非常勤】 
矢崎 ふみ子 

令和４年１月１日  

令和６年１月１日（再任） 

令和８年１月１日（再任） 

税理士（矢崎ふみ子税理士事務所）（現職）  

北野建設株式会社 社外取締役（現職） 
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（５）常勤職員の状況 

令和７年度末における正規職員、准職員は１１，１５７人（前期末比１０  

７人増）、有期雇用契約職員７,７１２人（前期末比６１人減）、無期転換職員は

４，６３５人（前期末比３０４人増）となっています。このうち国等からの出

向者は３８人（前期末比５人増）、民間からの出向者は３人(前期末比増減なし)
です。平均年齢は約４８歳となっています。 
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３．簡潔に要約された財務諸表 
（１）貸借対照表 (令和 8 年 3 月 31 日現在) 

                               （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 
流動資産 

現金及び預金 

保管納付受託証券 

前払費用 

賞与引当金見返 

その他 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他の資産  

  

１０１，６７８ 

７３，４６４ 

６８ 

１０，７６２ 

１７，１６２ 

２２２ 

２１９，１６２ 

１０８，７９４ 

２５，８５２ 

８４，５１６ 

 

流動負債 

 未払金 

 リース債務 

未払費用 

 保険料等預り金 

  保険料等預り保管納付受託証券

賞与引当金 

 その他 

固定負債 

資産見返負債 

長期リース債務 

退職給付引当金 

資産除去債務 

その他 

 

６５，７７３ 

３４，２０６ 

９，７９８ 

３，１２６ 

７９９ 

６８ 

１７，１６２     

６１４ 

１３２，０８０ 

３１，５８６ 

９，９０１ 

８４，５０２ 

６，０６１ 

３０ 

 

負債合計 １９７，８５２ 

純資産の部 金額 

資本金 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

９９，９７７ 

 ９９，９７７ 

△２４，１１９ 

４７，１２９ 

純資産合計 １２２，９８７ 

資産合計 ３２０，８４０ 負債純資産合計 ３２０，８４０ 
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（２）行政コスト計算書 (自令和 7 年 4 月 1 日 至令和 8 年 3 月 31 日) 
（単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ 損益計算書上の費用 ３３０，９６４ 

  業務経費 ３０９，７３３ 

  一般管理費 ２０，８１９ 

  財務費用 ３７５ 

  臨時損失 ３７ 

Ⅱ その他行政コスト ２，４０５ 

減価償却相当額 ２，３３３ 

減損損失相当額 ３６ 

その他 ３７ 

Ⅲ 行政コスト ３３３，３６９ 

 

（３）損益計算書 (自令和 7 年 4 月 1 日 至令和 8 年 3 月 31 日) 
                             （単位：百万円） 

科目 金額 

経常費用(A) ３３０，９２７ 

業務経費 

 人件費 

 減価償却費 

 通信費 

 業務委託費 

 その他 

一般管理費 

 人件費 

 減価償却費 

 その他 

財務費用  

３０９，７３３ 

１１０，７５１ 

１０，２８５ 

４１，０５６ 

１０９，０３８ 

３８，６０３ 

２０，８１９ 

９，２２７ 

１，４２２ 

１０，１６９ 

３７５ 

経常収益(B) ３６７，１３６ 

 運営費交付金収益 

 その他 

３４２，０８４ 

２５，０５２ 

臨時損失(C) ３７ 

臨時利益(D) ３７ 

当期総利益(B-A -C＋D) ３６，２０９ 
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（４）純資産変動計算書 (自令和 7 年 4 月 1 日 至令和 8 年 3 月 31 日) 

                                    （単位：百万円） 
 Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 99,977 △21,716 37,212 115,474 

当期変動額     

Ⅰ 資本金の当期変動額     

 不要財産に係る国庫納付    － 

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額     

 減価償却  △2,344  △2,344 

 減損  △36  △36 

 その他  △24  △24 

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額     

 国庫納付金の納付   △26,293 △26,293 

 当期純利益   36,209 36,209 

当期変動額合計 － △2,404 9,917 7,513 

当期末残高 99,977 △24,119 47,129 122,987 

 
（５）キャッシュ・フロー計算書 (自令和 7 年 4 月 1 日 至令和 8 年 3 月 31 日) 

（単位：百万円） 

項目 金額 
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 

   人件費支出 

   運営費交付金収入 

   その他収入・支出 

３０，１１８ 

△１４２，７３７ 

３７２，８７４ 

△２００，０１９ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △６，２２８ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △５，０１１ 

Ⅳ 資金増加額（D=A+B+C) １８，８７９ 

Ⅴ 資金期首残高(E) ５３，７８６ 

Ⅵ 資金期末残高(F=D+E) ７２，６６５ 
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（６）財務諸表の科目の説明（主なもの） 
① 貸借対照表 

   ア 現金及び預金 
現金、預金 

   イ 保管納付受託証券 
保険料滞納分等を証券により納付することを受託した場合、国庫納 

付するまでの間、当機構において保管している証券等 
   ウ 前払費用 

当期支払の土地建物借料等で翌期費用化するもの 
   エ 賞与引当金見返 
       賞与引当金の見返勘定 

オ 有形固定資産 
土地、建物、工具器具備品など長期にわたって使用または利用する 

有形の固定資産 
   カ 無形固定資産 

ソフトウェア等 
   キ 投資その他の資産 

退職給付引当金見返、敷金・保証金 
   ク 未払金 

当期発生した人件費、業務費等のうち翌期支払のもの 
      ケ リース債務 

ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌期支払のもの 
コ 未払費用 

当期発生した給与、リースの支払利息等のうち翌期支払のもの 
      サ 保険料等預り金 

年金保険料預り分で国庫へ納付するもの 
シ 保険料等預り保管納付受託証券 

保険料等納付義務者から証券による保険料滞納分等を受託した場合、 
国庫に納付するまでの間、当機構において保管している保管納付受託 
証券の見返勘定 

   ス 賞与引当金 
       翌期に支払われる賞与を当期の費用として見越し計上したもの 
   セ 資産除去債務（流動負債） 
       有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、 
      当該有形固定資産の除去に関して、法令又は契約で要求される法律上 
      の義務及びそれに準ずるもののうち、翌期除去のもの 
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   ソ 資産見返負債 
運営費交付金等により資産を取得した場合、当該資産が減価償却に     

      より費用化されるまで経過的に運営費交付金を見返負債として計上す

るもの 
タ 長期リース債務 

ファイナンス・リースにかかる債務のうち、翌々期以降支払のもの 
   チ 退職給付引当金 
       将来の退職手当の支払に備え、年度末の所要相当額を引き当ててい 

るもの 
ツ 資産除去債務（固定負債） 

有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じ、 
当該有形固定資産の除去に関して、法令又は契約で要求される法律上 
の義務及びそれに準ずるもののうち、翌々期以降除去のもの 

   テ 長期未払金 
       当期発生した業務費等のうち翌々期以降支払のもの 
   ト 政府出資金 

国からの出資金であり、機構の財産的基礎を構成するもの 
   ナ 資本剰余金 

減価償却相当累計額（国から現物出資された固定資産等に係る減 
価償却累計額）等を資本剰余金のマイナスとして計上しているもの 

   ニ 利益剰余金 
機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 
② 行政コスト計算書 
ア 損益計算書上の費用 

損益計算書における経常費用、臨時損失 
   イ その他行政コスト 
       国から現物出資された固定資産等の減少に対応する機構の実質的な 

会計上の財産的基礎の減少の程度を表すもの 
ウ 減価償却相当額 

国から現物出資された固定資産等に係る減価償却費相当額（損益計 
算書には計上しておりませんが、累計額は貸借対照表に記載していま 
す。） 

   エ 減損損失相当額 
       機構が中期計画で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損 

損失相当額（損益計算書には計上しておりませんが、累計額は貸借対 
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照表に記載しています。） 
   オ 利息費用相当額 

資産除去債務計上時の割引率を乗じて算定する、時の経過による資 
産除去債務の調整額で、利息費用と同様の性格を有するもの（損益計 
算書には計上しておりませんが、累計額は貸借対照表に記載していま 
す。） 

カ 除売却差額相当額 
国から現物出資された固定資産を除却あるいは売却したときの処分 

価額と簿価との差額 
   キ 行政コスト 
       機構のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を 

有するとともに、機構の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコ 
ストの算定基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 
③ 損益計算書 

   ア 業務経費 
年金事務所・事務センター等において、公的年金にかかる一連のサ 

ービス提供に要する費用 
イ 人件費 

給与、賞与及び法定福利費等、機構の職員等に要する経費 
ウ 減価償却費 

業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用と 
して配分する経費 

   エ 通信費 
郵便及び電話等に要する経費 

オ 業務委託費 
業務に要する運営委託経費 

   カ 一般管理費 
本部等における管理業務に要する費用 

   キ 財務費用 
ファイナンス・リースに係る支払利息 

   ク 運営費交付金収益 
国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

   ケ その他 
経常収益のその他は、運営費交付金収益以外の施設使用料、資産見 

返負債戻入、賞与引当金見返に係る収益、退職給付引当金見返に係る 
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収益及びそのいずれにも属さない雑益の合計 
 

④ キャッシュ・フロー計算書 
   ア 業務活動によるキャッシュ・フロー 

機構の業務の実施に係る資金の状態を表し、運営費交付金収入、人 
件費支出等が該当 

   イ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金 

の状態を表し、固定資産の取得・売却等による収入・支出が該当 
   ウ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

ファイナンス・リースに係るリース債務の返済が該当 
 
４． 財務情報 
（１）財務諸表の概況 
   ① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フロー 

などの主要な財務データの分析（内容） 
 

    （経常費用） 
      令和 7 年度の経常費用は３，３０９億２７百万円となっています。 

機構の主たる事務事業（保険事業等）に要した業務経費は３，０９７億

３３百万円です。主たるものは、役職員や特定業務契約職員等の人件費

１，１０７億５１百万円、事務センターにおける入力業務・共同処理委

託等の業務委託費１，０９０億３８百万円、年金振込通知書送付の郵便

代等の通信費４１０億５６百万円です。機構の内部事務管理経費である

一般管理費は２０８億１９百万円であり、役職員等の人件費９２億２７

百万円が主なものです。 
 

    （経常収益） 
       令和 7 年度の経常収益は３，６７１億３６百万円となっています。内

訳は、運営費交付金収益が３，４２０億８４百万円（業務達成基準に基

づく運営費交付金債務の収益化等によるもの）、その他の収入が７１億２

百万円です。その他収入の内訳は、施設使用料収入が２億５２百万円、

資産見返運営費交付金戻入が６７億９１百万円、雑益が５９百万円であ

ります。その他に独立行政法人会計基準固有の会計処理に伴う勘定科目

として賞与引当金見返に係る収益等が１７９億５０百万円あります。 
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    （当期総損益） 
上記経常損益を計上した結果、令和７年度の当期総利益は３６２億９

百万円となっています。これは、入札によるコストの削減等によるもの

であります。 
      なお、当期総利益と同額を国庫納付準備金と整理し、前払費用等厚生

労働大臣の承認を受けた金額を控除した額を、国庫に納付することにな

ります。 
     

（資産） 
令和７年度末現在の資産合計は３，２０８億４０百万円で、前年比２

１７億１１百万円の増加となっています。これは、主として現金及び預

金が１８４億５１百万円、前払費用が１５億１２百万円、賞与引当金見

返が９億２２百万円、固定資産が１１億５９百万円増加した一方で、保

管納付受託証券が２億９２百万円減少したことなどによるものです。 
令和７年度末現在の資産は、現金及び預金７３４億６４百万円、前払

費用１０７億６２百万円、賞与引当金見返１７１億６２百万円、固定資

産２，１９１億６２百万円が主なものです。現金及び預金の内訳は、翌

期支払予定の未払金３４２億６百万円及び未払費用３１億２６百万円、

被保険者等から一時的に預かった保険料等７億９９百万円、大臣承認後

に国庫に納付する預金が主なものです。 
 固定資産の内訳は機構本部や年金事務所等の土地建物が主たるもので

す。なお当年度の固定資産新規取得（除く資産除去費用等相当額）は建

物１４億１百万円、工具器具備品２億１９百万円、ソフトウェア７８億

６９百万円、有形リース資産１００億３７百万円、無形リース資産２４

億９６百万円が主なものです。 
 
    （負債） 

       令和７年度末現在の負債合計は１，９７８億５２百万円で、前年比

１４１億９８百万円の増加となっています。主として、未払金が１０４

億１８百万円、リース債務が６６億３３百万円、賞与引当金が９億２２

百万円、長期リース債務が８億８８百万円、資産除去債務が１４億１１

百万円増加した一方で、退職給付引当金が６２億１０百万円減少した

ことなどによります。 
なお、厚生労働大臣の認可を受けて、短期借入を行うことは可能で 

ありますが、令和７年度の借入実績はございません。 
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    （業務活動によるキャッシュ・フロー） 
      令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは３０１億１８百万

円となっています。 
 収入の主なものは運営費交付金収入３，７２８億７４百万円です。 
その内訳は、機構運営費交付金（国庫財源）、事業運営費交付金（保険料

財源）及び年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金（国庫財源）

となっています。 
支出の主なものは役職員や有期雇用職員等の人件費支出１，４２７億

３７百万円、業務経費や一般管理費支払によるその他の業務支出１，７

３７億２１百万円、国庫納付金の支払２６２億９３百万円です。 
 

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
      令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△６２億２８百万

円となっています。 
これは有形・無形固定資産の取得等にともない発生したものです。 

 
    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

         令和７年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△５０億１１百万 
円となっています。 
これは機構の端末設備等のファイナンス・リースにかかるリース債務 

返済等にともない発生したものです。 
 
表 主要な財務データの経年比較                         （単位：百万円） 

区        分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

  経 常 費 用     291,852 290,570 297,630 303,018 330,927 

  経 常 収 益     324,404 316,470 315,542 328,026 367,136 

   当 期 総 利 益 32,552 33,384 17,913 25,008 36,209 

  資    産 325,317 315,249 299,907 299,129 320,840 

  負    債 191,547 184,803 187,521 183,654 197,852 

 利益剰余金（又は繰越欠損金） 50,745 50,055 32,590 37,212 47,129 

業務活動によるキャッシュ・フロー 18,344 10,559 2,996 14,621 30,118 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,511 △9,102 △6,371 △11,829 △6,228 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,181 △4,879 △4,373 △3,911 △5,011 

   資金期末残高 66,076 62,654 54,906 53,786 72,665 

（注１）当機構の中期目標期間は、第 4 期が令和 6 年度から令和 10 年度です。 
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② セグメント事業損益の分析（内容） 
          事業運営費交付金（保険料財源）の事業損益は３３６億８９百万円と

なっています。要因は入札によるコストの削減等によるものです。 
 機構運営費交付金（国庫財源）の事業損益は１９億５９百万円となっ

ています。要因は職員欠員等による人件費が減少したこと等によるもの

です。 
 年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金（国庫財源）の事業損

益は２億５０百万円となっています。要因は入札によるコストの削減等

によるものです。 
 
表 セグメント事業損益の経年比較                      （単位：百万円） 

  令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

事業運営費交付金（保険料財源）      

Ⅰ事業費用（注２） 190,075 192,221 196,386 201,104 225,563 

Ⅱ事業収益 212,592 208,948 207,110 221,593 259,252 

Ⅲ事業損益 22,518 16,726 10,725 20,488 33,689 

機構運営費交付金（国庫財

源） 

     

 Ⅰ事業費用（注２） 97,069 94,093 96,713 97,088 100,545 

 Ⅱ事業収益 105,147 101,410 102,194 100,498 102,503 

 Ⅲ事業損益 8,078 7,317 5,482 3,410 1,959 

年金生活者支援給付金支給

業務事務取扱交付金（国庫財

源） 

     

Ⅰ事業費用（注２） 4,708 4,255 4,531 4,825 4,819 

 Ⅱ事業収益 6,220 5,693 5,585 5,354 5,069 

 Ⅲ事業損益 1,512 1,438 1,054 529 250 

共通      

  Ⅰ事業費用 ― ― ― ― ― 

Ⅱ事業収益 445 420 653 581 312 

Ⅲ事業損益 445 420 653 581 312 

（注１） 当機構の中期目標期間は、第 4 期が令和 6 年度から令和 10 年度です。 

（注２） 事業費用は財務費用を含めた金額です。 
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   ③ セグメント総資産の分析（内容） 
 事業運営費交付金（保険料財源）の総資産は５６５億６９百万円で、

前年比９５億９百万円の増加となっています。これは前払費用が１５

億２９百万円、賞与引当金見返が３億７９百万円、リース資産が７３億

７４百万円、ソフトウェアが２６億７９百万円増加した一方で、その他

の固定資産が２４億５４百万円減少したことなどによるものです。 
また、主たる資産は、賃借料等の前払費用１０３億５１百万円、賞与

引当金見返５３億５９百万円、リース資産２００億１百万円、ソフトウ

ェア１６９億８８百万円及びその他の固定資産３８億５７百万円です。 
機構運営費交付金（国庫財源）の総資産は２３５億４８百万円で、 

前年比１２億３６百万円の増加となっています。これは賞与引当金見

返が５億４１百万円、リース資産が２億１９百万円、ソフトウェアが１

億３５百万円、その他の固定資産が３億４８百万円増加したことなど

によるものです。 
また、主たる資産は、賃借料等の前払費用２億９８百万円、賞与引当

金見返１１４億７６百万円、リース資産９億９５百万円、ソフトウェア 

６億６百万円及びその他の固定資産１０１億７２百万円です。 
年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金（国庫財源）の総資産

は５億１２百万円で、前年比１０百万円の増加となっています。これは

リース資産が１７百万円、ソフトウェアが４百万円増加した一方で、前

払費用が９百万円減少したことなどによるものです。 
また、主たる資産は、賃借料等の前払費用１億１３百万円、賞与引当

金見返３億２７百万円、リース資産５７百万円、ソフトウェアが８百万

円です。 
共通の総資産は２，４０２億１１百万円で、前年比１０９億５６百

万円の増加となっています。これは現金及び預金が１８４億５１百万

円増加した一方で、退職金引当金見返が６２億１０百万円、その他の

固定資産が９億５２百万円減少したことなどによるものです。 
また、主たる資産は、現金及び預金７３４億６４百万円、退職給付

引当金見返８４５億２百万円及び現物出資された固定資産等８１９億

５５百万円です。 
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表 セグメント総資産の経年比較                                     （単位：百万円） 

  令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

事業運営費交付金（保険料財源）      

総資産 50,622 43,360 40,566 47,060 56,569 

 流動資産 12,254 12,759 13,252 13,802 15,710 

固定資産 38,369 30,601 27,314 33,258 40,859 

機構運営費交付金（国庫財源）      

総資産 19,607 20,295 20,294 22,312 23,548 

 流動資産 8,575 8,913 9,077 11,241 11,774 

 固定資産 11,031 11,382 11,217 11,072 11,774 

年金生活者支援給付金支給業務

事務取扱交付金（国庫財源） 

     

総資産 549 458 432 502 512 

 流動資産 376 342 375 447 440 

 固定資産 173 116 57 54 72 

共通      

総資産 254,540 251,136 238,615 229,255 240,211 

  流動資産 67,465 66,969 57,995 55,636 73,754 

固定資産 187,075 184,167 180,620 173,619 166,457 

（注１）当機構の中期目標期間は、第 4 期が令和 6 年度から令和 10 年度です。 

 
 

④ 行政コスト計算書の分析（内容） 
      令和 7 年度の行政コストは３，３３３億６９百万円となっています。内

訳は、損益計算書上の経常費用（業務経費・一般管理費・財務費用）に臨時

損失を加えた金額である損益計算書上の費用３，３０９億６４百万円、国

から現物出資された固定資産等にかかる減価償却費相当額２３億３３百万

円が主たるものです。   
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表 行政コストの経年比較                      （単位：百万円） 
区        分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

損益計算書上の費用 291,870 290,591 297,695 303,024 330,964 

（その他行政コスト） 

減価償却相当額 1,113 2,609 506 1,272 2,333 

減損損失相当額 8 － － 207 36 

利息費用相当額 27 29 30 31 36 

除売却差額相当額 0 0 7 2 1 

行政コスト 293,018 293,229 298,238 304,537 333,369 

（注１）当機構の中期目標期間は、第 4 期が令和 6 年度から令和 10 年度です。 

 
 
（２）施設等投資の状況（重要なもの）                    
    該当ありません。 
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（３）予算・決算の概況                    

（単位：百万円） 

区  別 
令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度  

予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 予算額 決算額 備考 

収入 325,618 325,410 317,131 324,664 317,940 318,071 331,091 331,371 373,171 373,222   

 運営費交付金 324,965 324,965 316,762 316,762 317,582 317,582 330,765 330,765 372,874 372,874  

  機構運営費交付金 106,252 106,252 103,918 103,918 103,863 103,863 103,332 103,332 108,392 108,392  

  事業運営費交付金 212,528 212,528 207,111 207,111 208,086 208,086 221,998 221,998 259,343 259,343  

   年金生活者支援給付金 

  支給業務事務取扱交付金 
6,185 6,185 5,733 5,733 5,633 5,633 5,435 5,435 5,140 5,140  

 その他の収入 653 445 370 7,903 358 490 325 606 297 348 注２ 

支出 325,618 291,336 317,131 289,286 317,940 297,686 331,091 305,079 373,171 345,444   

 業務経費 218,713 193,238 212,844 192,773 213,719 199,470 227,433 205,118 264,482 238,741   

  保険事業経費 95,877 83,560 91,319 80,636 86,895 81,411 86,252 83,849 95,640 91,379 注３ 

  ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ経費 67,760 59,866 66,640 62,630 74,609 68,733 88,392 70,138 112,363 94,313 注３ 

  年金相談等経費 48,891 45,134 49,152 45,225 46,582 44,746 47,354 46,232 51,340 48,146 注３ 

 年金生活者支援給付金 

 支給業務事務費 
6,185 4,679 5,733 4,283 5,633 4,579 5,435 4,899 5,140 4,903 注３ 

一般管理費 106,905 98,098 104,287 96,513 104,221 98,216 103,658 99,960 108,689 106,703 注４ 

注１ 当機構の中期目標期間は、第 4 期が令和 6 年度から令和 10 年度です。 

注２ 印刷物委託業者の談合に係る損害賠償金等の入金があったためであります。 

注３ 入札によるコストの削減が図られたこと等によります。 

       注４ 職員欠員等による人件費の減によります。 
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（４）経費削減及び効率化目標との関係 
    機構においては、中期目標期間の最終事業年度（令和１０年度）において、

令和５年度予算を基準年度として、一般管理費（人件費、公租公課等の所要

計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については

１５％程度、業務経費（公租公課等の所要計上を必要とする経費及び特殊要

因により増減する経費を除く。）については５％程度に相当する額を削減する

目標を掲げており、これらの目標の実現に向け、経費削減や事業の見直しの

取組を行っております。 
     
   
５．事業の説明 
（１）財源構造 

      令和７年度における機構の財源は総額３，７３１億７１百万円でその内訳

は機構運営費交付金（国庫財源）１,０８３億９２百万円（財源の２９％）、事

業運営費交付金（保険料財源）２，５９３億４３百万円（財源の６９％）、年

金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金（国庫財源）５１億４０百万円

（財源の１％）、その他自己収入が２億９７百万円となっています。機構運営

費交付金及びその他自己収入は、一般管理費１,０８６億８９百万円の財源と

なっています。事業運営費交付金は、保険事業９５６億４０百万円、オンラ

インシステム事業１,１２３億６３百万円、年金相談等事業５１３億４０百万

円の財源となっています。年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金は、

年金生活者支援給付金支給業務事務費５１億４０百万円の財源となっていま

す。 

  

（２）事業の種類と内容等 

ア 保険事業 

保険事業は、国民の皆様の国民年金及び厚生年金保険への加入、加入に伴 

う保険料の徴収、老齢・障害・遺族年金の給付等を行っています。事業の財源

は事業運営費交付金収益９５６億４０百万円で、事業に要した費用は９１３億

７９百万円となっており、その差額は４２億６０百万円で、入札等によりコス

トの削減が図られたこと等によるものです。 

 

イ オンラインシステム事業 

オンラインシステム事業は、国民年金及び厚生年金保険の的確な年金給付

等を行うため、記録管理・基礎年金番号管理システム、年金給付システム等の

維持管理等を行っています。事業の財源は事業運営費交付金収益１，１２３億



23 
 

６３百万円で、事業に要した費用は９４３億１３百万円となっており、その差

額は１８０億５０百万円で、入札等によりコストの削減が図られたこと等に

よるものです。 

 

ウ 年金相談等事業 

    年金相談等事業は、年金事務所等での来訪相談やコールセンターでの年金

電話相談等を行うとともに、ねんきん定期便等の事業を行っています。事業

の財源は事業運営費交付金収益５１３億４０百万円で、事業に要した費用は

４８１億４６百万円となっています。その差額は３１億９４百万円で、入札

等によりコストの削減が図られたこと等によるものです。 

  

エ 年金生活者支援給付金事業 

    年金生活者支援給付金事業は、年金を含めても所得が低い方へ福祉的な給

付として年金生活者支援給付金を支給する事業を行っています。事業の財源

は年金生活者支援給付金支給業務事務取扱交付金収益５１億４０百万円で、

事業に要した費用は４９億３百万円となっています。その差額は２億３７百

万円で、入札等によりコストの削減が図られたこと等によるものです。 

 

 

６．年度計画に対する取組状況の概要 

（１）提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

① 国民年金の適用促進対策 

  ア 確実な適用の実施 

   ○令和６年 10月より、地方公共団体情報システム機構（以下「J－LIS」とい

う。）から提供される本人確認情報に基づき、海外から転入された方等を早

期に把握するためのシステムを稼働させ、毎月、年金制度未加入者への届

出勧奨及び職権適用を実施しました。 

   ○J－LISから提供される本人確認情報を活用し、20歳到達者及び年金制度未

加入である節目年齢（34・44・54歳）到達者を職権適用しました。 

  イ 制度周知及び制度理解の促進 

   ○20歳到達月の前月に前納制度、口座振替及びクレジットカードによる納付

を案内したお知らせを送付するとともに、市区町村の協力により電話番号

が収録できた 20歳到達者に対して、電話による納付、前納、口座振替、学

生納付特例、免除・猶予制度の案内を実施しました。 

   ○ハローワークが実施する雇用保険説明会において、離職者に対する被保険

者種別変更の届出及び失業を事由とする特例免除制度について周知を行う
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とともに、届書や申請書の配付を行い、自主的な届出を促進しました。 

また、国民年金の加入手続及び保険料免除申請等の電子申請利用について、 

全国のハローワークに周知を依頼しました。 

   ○20歳到達者向けに国民年金制度の概要や納付することのメリット、各種納

付方法、学生納付特例制度等について分かりやすく周知するための動画を

案内する二次元コードを「20歳到達前に送付するお知らせ」へ掲載すると

ともに、機構公式Ｘ（旧 Twitter）により制度周知を実施しました。 

   ○国民年金の加入、保険料の免除、付加保険料及び産前産後免除に係るマイ

ナポータルを利用した電子申請について、市区町村に対してホームページ

や広報誌への掲載による制度周知を依頼しました。 

   ○民間企業や地域の社会福祉協議会等と協力した産前産後免除に係る制度周

知を実施しました。 

 

② 国民年金の保険料収納対策 

  ア 納付率等の目標 

○20歳到達者や若年層に対する納付督励を徹底すること等、納付に重点を置

いた行動計画を策定し、計画的な事業推進に取り組んだ結果、令和７年度

分保険料の現年度納付率は、外国人被保険者の増加、継続免除却下者の増

加の影響を受けたものの、前年度実績以上を確保しました。 

○令和６年度分保険料の過年度１年目における納付率及び令和５年度分保険

料の最終納付率は、長期未納者、免除等対象者、このままでは無年金・低

年金となることが見込まれる者等への取組を実施した結果、前年度実績以

上を確保し、それぞれの目標を達成しました。 

○口座振替及びクレジットカードによる納付、スマートフォンの決済アプリ

等による電子納付（コード決済）について、未納者及び法定納期限内に現

金で納付している者等に対する利用促進に努めた結果、令和７年度末にお

ける口座振替及びクレジットカード納付の実施率は41.6％となり前年度末

から 0.1pt増加する等、若年者を中心に利用者が拡大しました。 

  イ 地域の実情を踏まえた対策 

○行動計画において、年金事務所の納付率水準に応じた目標を設定するとと

もに、本部から年金事務所に提供した属性別の未納者のリストや、優先的

に取り組むべき対象者のリストに基づき、各拠点の実情に応じたきめ細や

かな対策を実施しました。 

○大都市圏における未納者数の多い年金事務所（２課制：20か所）について

は、これまで２課制への体制整備や各課における役割の見直しを実施して

おり、当該体制を継続したことによる効率的な収納対策（各課の役割を明



25 
 

確化した収納対策の実施等）を行いました。 

○令和元年度に発足させた沖縄プロジェクトにおいて、沖縄県内の６年金事

務所が各市町村と連携を図りながら、未納者割合の高い若年層や一部免除

該当層等に対する取組に注力し、電話や戸別訪問による納付勧奨を効果的

に実施しました。 

  ウ 外国人に対する納付督励・免除申請勧奨 

   ○外国人未納者に対して英語版の特別催告状を同封した納付督励を実施しま

した。また、海外からの転入者のうち、加入手続が行われない者への適用

勧奨状に、やさしい日本語のリーフレットを同封するとともに、外国人向

け特設ページを案内する二次元コードをリーフレットに掲載しました（令

和７年６月～）。 

○外国人の利用の多い SNSとして新たに Facebookの利用を開始し、英語及び

分かりやすい日本語による制度周知を実施しました（令和７年６月～）。 

また、窓口及び訪問における外国人対応をより円滑なものとするため、外

国人被保険者の比率が高い 19年金事務所等を対象とした翻訳機の導入（試

行実施）を開始しました（令和７年７月～）。 

○一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）及び外国人技能実習機構（OTIT）

との連携により、各地域の国際化協会（55団体）や監理団体（3,527団体）

に対して、制度周知に係るリーフレットの設置等を依頼しました。 

また、各地域の国際交流協会等に対して制度周知の効果的な手法や協力連

携を構築することが有効な関係団体、企業等の情報収集を実施しました。 

○各自治体の在留外国人に係る国籍や在留区分による統計資料を年金事務所

に提示することで、その地域の特性や実情に応じた取組を促進しました。 

 

③ 厚生年金保険・健康保険等の適用促進対策 

  ア 未適用事業所の適用促進 

○加入指導による新規適用事業所数の目標を７万事業所とし、年金事務所ご

との目標等を定めた行動計画を作成、ホームページによる制度周知等に取

り組むとともに、国税源泉徴収義務者情報等を活用し、文書・電話・訪問

等の加入指導を行った結果、約 7.7 万事業所、約 12.7 万人を適用しまし

た。 

○これらの結果、令和６年度末に比べ、適用事業所数は約 7.5 万事業所増加

し約 296万事業所に、被保険者数は約 50.8万人増加し約 4,336万人となり

ました。 
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【適用促進等に係る取組実績（令和７年度）】 

加入指導による 

適用事業所数 
適用事業所数 被保険者数 

77,222 事業所 

（目標７万事業所） 

約 296 万事業所 

（対前年度比＋7.5 万事業所） 

約 4,336 万人 

（対前年度比＋50.8 万人） 

 

○事業実態が把握できない事業所（バーチャルオフィス、オートロックマン

ション等）に対する実態把握を行うため、新たに設けられた厚生年金保険

法第 100 条の２第６項の規定に基づく調査について、関係機関との調整や

調査手法の検討を進めました。 

○事業主が外国人である事業所の適用を進めるため、英語・やさしい日本語

に加えて新たに 15か国語による加入指導文書を作成し、加入指導に活用し

ました。 

また、外国人事業主向けに届書の記載例を説明するパンフレット「厚生年

金保険・健康保険制度手続きガイド」について、英語に加えて 15 か国語版

を作成しました。 

  イ 事業所調査による適用の適正化 

○第４期中期計画で設定した 10 万事業所及び被保険者 498 万人に対する事 

業所調査の実施を目標とし、短時間労働者の適用拡大等の制度周知を兼ね

た事業所調査を最優先に実施するとともに、優先度を踏まえた対象事業所

の選定を行い、臨場、呼出、郵送等の手法を組み合わせ、目標を上回る

110,543 事業所（580 万人）の調査を実施し、調査により 48,654 人の被保

険者を適用しました。 

○いわゆる社会保険料削減ビジネスを行っている疑いのある事業所に対する

調査手法等を厚生労働省年金局（以下「年金局」という。）とともに検討し、

令和８年３月 18日に発出された「法人の役員である個人事業主等に係る被

保険者資格の取扱いについて」の通知に基づき速やかに事業所調査に着手

しました。 

 

④ 厚生年金保険・健康保険等の保険料徴収対策 

ア 収納率の目標 

○新型コロナウイルス感染症拡大前（令和元年度）の徴収実績への回復と更 

なる向上を見据え、公正かつ公平で安定的な保険料収納を図るため、法定

猶予制度の適用等を図りつつ、前年度からの収納未済額の圧縮を行ったこ

とにより、厚生年金保険料の収納率は、前年度実績を上回りました。 
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イ 徴収が困難な事業所に対する徴収対策の徹底 

   ○広域に事業を行っている等、徴収の困難性が高く滞納が長期間又は高額と

なっている事業所について、本部の専門部署である特別法人対策部が所管

し、令和７年度は 405 事業所に対して、収納未済額 170 億円の滞納整理に

取り組みました。 

また、納付協議に応じない事業所等には、迅速に納付指導や滞納処分を実

施するとともに、広域に事業を行っている事業所等には年金事務所と連携

した滞納処分を進めました。 

○地域代表年金事務所等に設置している厚生年金特別徴収対策課において、 

滞納保険料等の納付について誠実な意思を有すると認められない等の対応

困難な事業所に対して年金事務所職員の事業所訪問に同行（納付協議の支

援）を行い、徴収スキルの向上を図りました。 

  

⑤ 年金給付 

ア 年金給付に係る体制強化 

  （ア）お客様相談室の体制整備 

    ○男性の特別支給の老齢厚生年金に係る支給開始年齢の引上げ完了に伴い、

請求件数の増加（対前年度比約 1.6 倍）が見込まれる中、年金請求書の

審査・決定を遅滞なく行うため、年金給付専門職の登用拡大を図り、新

たに 40 人を配置しました。また、相談ブースを安定的に運用するため、

年金相談職員の登用拡大を図り、新たに 150 人を配置するとともに、お

客様相談室の人員体制強化のため有期雇用職員を 218名増員しました。 

    ○お客様が年金相談予約を取りやすい環境を整備するため、請求件数の増

加により混雑が見込まれる 51 拠点について常設相談ブースの増設を推

進しました。 

  （イ）事務センターで行っている年金給付業務の集約 

    ○令和７年７月から老齢年金請求書の入力前に行っている確認業務のうち、

請求者の加入記録等の属性に応じ、一部を省略可能とするよう整理しま

した。 

また、実施に当たっては半年間の試行実施や拠点からの意見を踏まえた

事務の見直しにより、正確性を確保しました。 

    ○年金給付業務に従事する職員の職種ごとの役割整理を行い、令和７年 10

月から、正規職員が行っている業務の一部を事務センター専任職員の業

務として整理しました。 

  （ウ）中央年金センターの安定的な事務処理体制の確立 

    ○中央年金センターの業務実態調査を実施し、業務工程・職種の役割・業
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務量を把握し、業務工程、職員の役割、外部委託する業務範囲の見直し

を行い、業務の効率化を図るとともに、令和８年度の届書件数を推計し

業務量を積算し、定員配置の適正化を図りました。 

    ○２拠点に分散している中央年金センターの拠点集約及び移転に向け、基

本方針を策定し、令和８年１月にプロジェクトチームを設置の上、集約・

移転に向けた検討に着手しました。 

イ 正確な年金給付の実現に向けた実務面の対応 

   ○年金事務所等で決定した老齢・遺族・障害年金（以下「年金裁定」という。）

約 147万件について、事務処理誤りが生じやすい要件に該当した約 26万件

の決定内容を中央年金センターで適切にチェックし、179 件について事務

処理誤りの予防・早期対応を図りました。 

   ○年金裁定については、チェック結果の分析を行い、令和７年８月及び 11月

に業務処理マニュアルの整備を実施し、留意点を周知しました。 

   ○年金給付の正確性の向上、給付審査の効率化を図るため、職員が目視で行

っていた年金加入記録の確認業務について、システムによる記録整合性チ

ェック機能を新設しました。また、年金額試算について短期要件判定機能

や納付要件判定機能等を追加しました（令和８年３月）。 

  ウ 障害年金業務の適正かつ安定的な運営 

   ○審査の客観性や公平性を高める観点から、複数の認定医が関与する仕組み

の対象範囲を拡大し、全ての不支給事案について複数認定医による審査を

開始しました（令和７年８月～）。 

○職員が作成する事前確認票について、職員による等級に関する記載を廃止 

するとともに、認定調書は、不支給となる場合など、理由を丁寧に記載す

るよう認定医に周知しました。また、不利益処分等の理由付記文書を改善

し、変更しました（令和７年８月～）。 

○全認定医を対象に認定事例の共有のため、令和７年８月に認定医会議を実 

施しました。また、９月にもオンラインで認定医会議を実施する等、認定

事例の共有及び意見交換を随時実施しました。 

   ○令和６年度以降の精神障害等の不支給等事案について、認定基準等に則り、

適切な判定が行われているかどうか点検を実施しました。 

   ○認定調書に誤り等が生じ別の認定医に依頼する場合には、当初の認定医の

意見も活かし複数の認定医による審査の対象とするなどの対応を実施しま

した（令和８年１月～）。 

  エ 迅速な支給決定 

○老齢年金、遺族年金及び障害年金の新規裁定について、いずれもサービス

スタンダード（年金請求書を受け付けてから年金が裁定され、年金証書が
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請求者に届くまでの標準的な所要日数）の達成率90％以上を維持しました。 

   【サービススタンダードの達成状況（令和８年３月末時点）】 

年金種別 達成率 
（参考） 

所要日数 達成率 平均所要日数 

老齢年金 97.6％ 
１ヶ月 98.6％ 23.6日 

２ヶ月※ 93.0％ 37.3日 

遺族年金 97.0％ 
１ヶ月 98.2％ 23.7日 

２ヶ月※ 93.4％ 33.6日 

障害年金 95.0％ ３ヶ月 95.0％ 68.9日 

    ※加入状況の再確認を要する場合 

 

⑥ 年金記録の正確な管理と年金記録問題の再発防止 

ア 年金記録の確認等の対応 

○未統合記録は、約 1,676 万件（令和７年３月）から約 1,652 万件（令和８ 

年３月）となり、約 24万件減少しました。 

○ねんきん特別便（名寄せ特別便）等の未回答者へ通知を順次送付し、回答

をいただいた方のうち約 3.0万人について、年金記録を回復しました。 

○ねんきん定期便及び「ねんきんネット」でお客様が加入状況を確認できる 

環境を引き続き提供し、年金記録の確認を呼びかけました。 

○ねんきんネットの持ち主不明記録検索機能の更なる利用促進に向け、年金 

事務所において持ち主不明記録検索のリーフレットの配布（令和７年 11月）

等を実施し、年金記録の確認を呼びかけました。 

イ 年金記録の正確な管理等の実施 

   ○年金記録の適正な管理を行うため、20歳到達時の国民年金被保険者資格取

得等あらゆる機会を通じた取組により基礎年金番号とマイナンバーの紐付

けを行った結果、被保険者及び受給者約 9,693 万人のうち、約 9,678 万人

が紐付き、紐付け率は 99.84％（令和８年３月末）となりました。 

 

 ⑦ 年金相談 

  ア 年金事務所での相談 

  （ア）予約の取りやすい環境整備と待ち時間対策 

○令和７年度の平均予約率は 90.7％と 90％以上を維持するとともに、予約

のないお客様についても平均待ち時間 30分未満を維持しました。 

○予約状況を定期的に分析し、予約の取りづらい６拠点はブースを増設し、

予約のないお客様の当日対応の徹底の他、請求書等の郵送提出勧奨、予約

枠の拡大等、予約の取りやすい環境整備を実施しました。 
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  （イ）その他のチャネル 

    ○年金事務所の電話がつながりにくい状況を改善するため、一般的な相談に

ついてはオンラインサービスやコールセンターにシフトするよう機構ホ

ームページの掲載方法を変更しました（令和７年９月～）。 

  イ コールセンターでの相談 

○全ダイヤル合計の応答率は 70％を超える水準を維持するとともに、各ダイ

ヤル別の応答率も入電総呼数の多い主要なダイヤルで70％以上を確保しま

した。 

   【主要なダイヤルの応答状況（令和８年３月末時点）】 

令和７年度 全ダイヤル 
ねんきん 
ダイヤル 

老齢 FD（※１） 
ねんきん 

加入者ダイヤル 

入電総呼数 7,654,931 件 3,003,808 件 338,499 件 2,720,173 件 

応答呼数 6,065,314 件 2,264,579 件 288,953 件 2,280,678 件 

応答率 79.2％ 75.4％ 85.4％ 83.8％ 

 

令和７年度 
ねんきん定期便 

（※２） 
予約受付 
専用電話 

扶養親族等 
申告書（※３） 

支援給付金 
専用ダイヤル 

入電総呼数 540,054 件 585,308 件 247,739 件 215,984 件 

応答呼数 414,958 件 415,828 件 216,642 件 180,598 件 

応答率 76.8％ 71.0％ 87.4％ 83.6％ 

   ※１ 老齢年金請求書専用フリーダイヤル 

   ※２ ねんきん定期便・ねんきんネット専用番号 

   ※３ 扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル 

 

○令和７年 10 月より合計６種類の通知書等の再交付自動受付サービスを開

始し、夜間や休日も含めて受付時間を拡大することで、お客様の利便性を

向上しました。サービス開始以降、合計 15,583件の利用があり、オペレー

ターへの入電数の削減を図りました。 

○年金事務所、コールセンター及び市区町村において、外国語による対応が

必要なお客様から相談を受けた場合に、11か国語に対応した「マルチラン

ゲージサービス（多言語通訳サービス）」により電話を利用した通訳サービ

スを提供しました。 

   【マルチランゲージサービス利用状況（令和８年３月末時点）】 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

利用件数 6,406件 7,275件 11,469 件 
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⑧ 分かりやすい情報提供及びサービス改善の促進 

  ア 分かりやすい情報提供の推進 

  （ア）お客様向け文書の作成 

○機構職員で構成する「文書改善チーム」において、57 種類のお客様向け 

文書の審査を行い、お客様目線でより分かりやすい文書となるよう、改善

を実施しました。特に、多くのお客様にお送りする 14 種類の文書は「お

客様向け文書モニター会議」を開催し、一般の方及び文書デザイナーのご

意見、ご指摘を直接聴取し、改善を図りました。また、令和７年度より新

たに「外国人モニター」を委嘱し、外国人向けに作成した３種類の文書に

ついて、ご意見やご指摘を聴取し改善を実施しました。 

  （イ）ホームページの活用 

    ○オンラインサービス、Ｑ＆Ａ、電話や対面窓口等の情報を一元的に案内す

る「チャネル案内ページ」をホームページに新設（令和７年９月）すると

ともに、当該ページに誘導する二次元コードを機構公式 SNSなど様々な媒

体を通じて幅広く周知することで、お客様が求める情報にたどりつきやす

い環境を整備しました。 

○ホームページデザインの大幅なリニューアルを実施（令和８年３月）し、

利用者属性や目的別の分かりやすい選択メニューを設置するなど情報へ

のたどりつきやすさの改善を図りました。 

○外国人をはじめとする幅広い層に向けた情報発信を行うため、令和７年 

６月より新たに Facebook の公式アカウントを開設し、Ｘと合わせて積極

的な情報発信を実施しました（総発信件数：Ｘ514件（前年同期比＋39件）、

Facebook366件）。また、外国人支援団体に SNSやホームページでの発信を

依頼する等の取組を行った結果、令和７年度末までにＸのフォロワー数

88,598人（前年同期比＋5,023人）、Facebookのフォロワー数 1,595人に

到達しました。 

○ねんきんチャットボットは新たなカテゴリを３項目追加するとともに、 

お客様からの意見・要望やアクセス状況の分析により質問・回答内容を改

善し、利用件数は約 73万件（対前年度比＋15万件）と、多くのお客様に

利用いただきました。また、令和８年４月の更改に向け、制度概要及び各

種届書の手続方法を追加して質問内容の網羅性を高めるとともに、目的の

項目を見つけやすくするため全体構成の見直しや多言語翻訳機能（６か国

語）の追加などの準備を進めました。 

  （ウ）お客様からの意見の収集や施策の反映等 

    ○各年金事務所に設置した「ご意見箱」、「お客様満足度アンケート」、機構

ホームページの「日本年金機構へのご意見・ご要望のコーナー」等から収
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集した「お客様の声」9,864件について管理・分析を行うとともに、お客

様の声を踏まえて機構ホームページを分かりやすくするなど、必要な改善

策を検討し、実施しました（パソコンによる扶養親族等申告書の電子申請

方法の案内を機構ホームページに追加する等、33件を改善）。 

   イ 公的年金制度に対する理解促進 

（ア）年金セミナー、年金制度説明会等の充実 

○教育関係機関等における年金セミナーについて、大学、高校、小・中学校

等の学生・生徒に加え、新たに新社会人向けセミナーを開始し、目標（18

万人）を上回る 207,124人に実施しました。 

○企業や地域における年金制度説明会について、事業所担当者に対して、 

届出適正化の推進を目的に「届出における誤りの多い事例」をテーマとし

た説明会を開催する等、内容の充実を図り、目標（14 万人）を上回る

188,367人に実施しました。 

○外国人を対象とした年金制度の周知・啓発を図る取組として、日本語学 

校、外国人を雇用する企業・支援団体等を対象とした年金セミナー等を 344

回、15,917人に実施しました。 

【年金セミナー及び年金制度説明会実施状況】 

取組 

（対象機関） 
 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

年金セミナー 

(教育機関等) 

回数 3,077 回 3,488 回 3,156 回 3,460 回 4,284 回 

人数  162,894 人 164,105 人 176,322 人 207,124 人 

制度説明会 

(企業・自治会等) 

回数 4,417 回 3,694 回 1,965 回 3,793 回 5,003 回 

人数  65,712人 82,324人 138,214 人 188,367 人 

 

【年金セミナー教育機関別実施状況（令和７年度）】 

 大学 専門学校 高校 小・中学校 新社会人 
その他 

教育機関等 

20 歳 

到達者 
合計 

実施回数 358 回 850 回 1,160 回 188 回 193 回 374 回 1,161 回 4,284 回 

参加人数 24,875 人 36,581 人 107,835 人 11,535 人 5,801 人 10,137 人 10,360 人 207,124 人 

 

（イ）年金委員への活動支援の強化 

    ○市区町村向け情報誌「かけはし」や機構ホームページ等を活用した広報、

電話や文書による勧奨を実施した他、自治体等との連携により委嘱勧奨を

実施しました。  

（ウ）関係団体との連携 

    ○各自治体や関係団体（社会保険労務士会、教育委員会、年金受給者協会、

ハローワーク等）と連携して地域年金事業運営調整会議を各都道府県で開

催し、制度加入及び保険料納付に結び付けるための効果的な連携方法等に
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ついて意見聴取を実施しました。 

 

⑨ 年金制度改正等への対応 

  ア 年金制度改正への対応 

  （ア）年金制度改正への対応 

    ○令和７年６月に令和７年年金制度改正法が公布されたことに伴い、年金

局と連携し、各改正事項について基本方針を策定の上システム開発・事

務処理の構築に着手する等、施行に向けた準備を速やかに実施しました。 

    ○在職老齢年金の見直し（令和８年４月施行）について、令和７年 12月か

ら機構ホームページに改正内容等を記載するとともに、令和８年２月及

び３月に事業主に送付する納入告知書に周知用チラシを同封するなど周

知広報を実施しました。 

    ○保険料調整制度の創設（令和８年 10月施行）については、労使折半を超

えて事業主が負担した保険料を調整（還付）するという新たな仕組みが

創設されるため、事業主が簡易な手続で申請できるよう短期間で詳細な

業務要件を整理し、システム開発及び事務処理の構築を進めました。 

    ○遺族年金制度の見直し（令和 10年 4月施行）については、60歳未満の子

のない配偶者の遺族厚生年金が原則５年の有期給付となり、様々な配慮

措置（継続給付、死亡分割等）が設けられたことから、年金局等と調整

し、複雑な業務要件を整理した上で、システム開発及び事務処理の構築

を進めました。 

    ○子の加算額の拡充（令和 10年 4月施行）については、老齢年金、障害年

金及び遺族年金の全てに子の加算額が加算されることに伴い、年金種別

や夫婦間で重複して支給されることのないよう業務要件を整理し、シス

テム開発及び事務処理の構築を進めました。 

    ○複雑多岐にわたる改正事項について年金事務所の職員が照会対応や丁寧

な説明ができるように、施行に先立ち、令和７年 10月に具体的な改正内

容や事務処理の方向性などを周知するとともに、各年金事務所において、

事業主や年金委員等に対して改正の内容や事務手続を周知するための年

金制度説明会を実施しました（31都道府県、計 63回）。 

（イ）短時間労働者の適用拡大 

○令和６年 10 月から短時間労働者の適用拡大の対象となった被保険者 50 

人超規模の適用事業所（約５万事業所）について、連絡のつかない２事業

所を除く全ての事業所に対して、適正な届出が行われているかを確認す

るため、臨場等による事業所調査を実施しました。 
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イ 番号法改正への対応 

（ア）戸籍等の記載事項への氏名の振り仮名の追加 

    ○令和７年５月から戸籍等の氏名に振り仮名が追加されたことに伴い、戸

籍の氏名変更の届出によって年金受給者情報等が修正され、口座名義と

の不一致により年金支払に影響を及ぼす場合があるため、所要の対応を

実施しました。 

    ○令和７年６月以降に振り仮名の届出を行った年金受給者に対して、「氏名

変更のお知らせ」を送付するとともに、機構ホームページ等による周知

に加え、法務省等関係機関と連携し、マイナポータル等の様々なチャネ

ルを活用した周知・広報を実施しました。 

（イ）公金受取口座の登録促進 

    ○新規裁定者については、令和７年６月から年金受取口座を公金受取口座

へ登録する意思確認事務を開始するとともに、令和７年 11月から口座情

報のデジタル庁への提供を開始しました。 

    ○既裁定者については、令和８年８月からの事業開始に向け、システム開

発を行うとともに、65歳以上の年金受給者のうち公金受取口座を登録し

ていない方への意向確認書の作成・発送や照会対応、書類の受付等の一

連の事務処理を実施するため、外部委託を活用した事務処理体制の整備

等を行い、調達手続を行いました。 

ウ その他の制度改正への対応 

（ア）子ども・子育て支援法への対応 

    ○子ども・子育て支援金制度（令和８年４月施行）について、令和８年２

月及び３月の納入告知書に周知用チラシ等を同封し、事業主等へ確実に

制度内容を周知しました。 

    ○国民年金育児免除制度（令和８年 10月施行）について、年金局と連携し

作成した周知用ポスター等を、民間企業を含めた複数の関係機関（市区

町村、税務署等）へ送付し、周知広報の実施を依頼しました。 

（イ）税制改正への対応 

    ○所得税の基礎控除の引上げについては速やかに関係省庁と調整、システ

ム開発等を行い、老齢年金受給者 544万人に対し令和７年 12月の年金支

払時に所得税を誤りなく還付しました。 

    ○令和８年度税制改正により、公的年金等の所得税の基礎控除の引上げ等

が実施されるため、財務省と短期間での調整を行い、所得税の源泉徴収

のシステム開発等の検討を迅速に実施しました。 

    ○令和９年１月施行の個人住民税に係る扶養親族等申告書の提出対象範囲

の拡大により、勧奨対象が住民税の非課税限度額を超える者（約 1,030万
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人）に拡大されることから、総務省等と短期間での調整を行い、システ

ム開発等の検討を迅速に実施しました。 

（ウ）諸外国との社会保障協定への対応 

    ○令和７年 12月の日オーストリア社会保障協定の発効に向け、在オースト

リア日本大使館での現地説明会等において協定の概要や事務手続の説明

を行い、発効以降、適用証明書交付等の事務処理を誤りなく実施しまし

た。 

 

（２）業務運営の効率化に関する事項 

① 効率的効果的な業務運営（ビジネスプロセス改革） 

  ア 組織・ビジネスプロセス改革 

  （ア）本部 

    ○機構のチャネル戦略は、お客様サービスの質の向上、業務の正確性向上・

効率化を図ることを目的として、次期中期計画終了時点で到達すべきチ

ャネルの姿（ビジョン）の実現に向け、各チャネルの見直しを段階的に

実施することとしており、令和７年度については、中期取組期間（令和

８年～10年度）に係る取組方針・取組事項を策定しました。 

  （イ）事務センター 

    ○事務センターのより効率的・安定的な事務処理体制を構築するため、こ

れまで実施してきた事務センター間での分散処理を令和８年２月から拡

大し、業務量の平準化を進めました。 

    ○健康保険被保険者の資格に係る届書（資格取得届、資格喪失届及び被扶

養者異動届）について、年間を通じた標準的な処理期間の目標を設定す

るとともに、最優先で取り組み、繁忙期である４月において電子申請、

電子媒体、紙媒体全てにおいて目標を達成しました。 

    【事務処理状況（資格取得届・被扶養者異動届の平均処理日数）】 
 

資格取得届 被扶養者異動届 

電子申請 電子媒体 紙媒体 電子申請 電子媒体 紙媒体 

標準的な 

処理期間の目標 
１日 ２日 ４日 １日 ２日 ４日 

令和７年４月の 

実績 
0.6日 0.2日 3.3日 0.9日 1.0日 3.4日 

 

  （ウ）年金事務所 

    ○年金事務所の見直しに当たって、大規模拠点の執務スペースの狭あいや

小規模拠点の業務運営等の短期的に取り組む課題と、チャネル戦略や制

度改正等の対応状況を踏まえて段階的に取り組む課題について、論点整
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理を進めました。 

イ 効率的効果的な業務運営 

  （ア）人員体制及び人件費 

    ○事務センターにおける老齢年金請求書の入力前確認業務の見直し、中央

年金センターの業務執行体制の見直し等の業務効率化により、老齢年金

請求件数増加への対応、障害年金センターの審査体制への強化等に必要

な人員を確保しました。また、厚生年金保険適用拡大に係る法改正への

対応として 1,066人、公金受取口座登録等の制度改正対応として 193人、

電子申請利用促進対応に 302 人など、基本計画策定当初には想定されて

いなかった新たな業務に対応するための実施体制を確保しました。 

  （イ）一般管理費及び業務経費 

    ○削減目標の達成に向けて、入札等によるコスト削減や節減を進めた結果、

令和７年度の一般管理費（人件費、公租公課等の所要計上を必要とする

経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）は、令和５年度比で

12.7％に相当する額（5.2億円）を削減し、令和７年度の業務経費（公租

公課等の所要計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）は、令和５年度比で 3.8％に相当する額（35.6億円）を削減しま

した。 

 

② 外部委託の活用と管理の適正化 

  ア 外部委託の活用 

   ○届書の処理、データ入力、通知書作成業務等について、引き続き外部委託

を活用し、業務の効率化を進めました。 

   ○遠隔手話通訳の委託において、これまで年金個人情報は手話通訳者を通じ

てではなく、直接職員から筆談等で利用者に伝えていたところ、お客様の

ニーズに応えるため、委託業者に一定の情報セキュリティ対応を求めた上

で、年金個人情報を手話通訳者に伝えながら年金相談を実施する取組の準

備を進めました（令和８年４月開始）。 

  イ 年金個人情報を取り扱う外部委託の適正な管理 

   ○外部委託先事業者の適正な管理として、委託先事業者の履行体制、履行方

法、個人情報等の保護及び情報セキュリティ体制の遵守状況等が適切かを

確認するための検査を実施しました。 

   ○新規事業者に対しては業務履行に支障が生じないよう、契約締結後の早い

段階で現場のセキュリティ対策の確認を行い、不適事項がある場合は速や

かな改善を指示し、履行開始前検査で改善結果を確認するなど、一層のリ

スク対策に取り組みました。これらの各種検査等の状況は定期的にリスク
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管理委員会に報告する等、本部内の情報共有を行うとともに、必要な再発

防止策は組織内での共有を実施しました。 

    【委託先事業者に対する実施状況】    

 （参考）令和６年度 令和７年度 

実施件数 不適事項件数 実施件数 不適事項件数 

履行開始前検査 210 0 192 0 

履行中検査 279 4 275 4 

納品時検査 2,709 0 2,717 0 

履行後検査 220 0 174 0 

※不適事項：業務委託員に変更があったが、提出すべき業務委託員名簿の提出が漏

れていたもの等、いずれのケースも検査当日に不備が解消 

 

③ 社会保険オンラインシステムの運用・改善・開発 

  ア フェーズ１への対応 

   ○国民年金第１号被保険者に係る育児期間免除措置の施行（令和８年 10 月）

に向け、令和７年１月に着手した経過管理・電子決裁システムへの届書の

追加や、情報連携を活用したシステムチェック機能の追加等に係るシステ

ム開発を着実に進めました。 

   ○令和７年年金制度改正に伴う短時間労働者への適用拡大（賃金要件撤廃）

について、システム開発に令和７年 10 月から着手しました（令和８年 10

月稼働予定）。また、その他の改正事項についても、システム要件の検討・

整理を進めました。 

   ○年金請求時に年金振込口座情報を公金受取口座として登録することに同意

を得た方の口座情報を、デジタル庁へ提供するためのシステム開発を着実

に進め、令和７年 11月から運用を開始しました。また、既に裁定済である

年金受給者のうち、年金振込口座情報を公金受取口座として登録すること

に対し、同意しない旨の回答があった方を除いた口座情報をデジタル庁へ

提供するため、ガバメントクラウド上のシステム構築を着実に進めました。 

イ フェーズ２への対応 

   ○年金業務システムの中核部分を構築する大規模なシステム開発及び現行シ

ステムからの移行を行うフェーズ２については、令和５年度から着手し、

政府最大級の公的年金システムを安全かつ確実に移行させることを最優先

として、オープンシステムにおける性能や業務の品質などの安定確保につ

なげるため、令和８年度から基盤ソフトウェアの性能テストを先行してで

きるよう準備を進めました。その際、外部有識者に対して、進捗報告や情

報共有を行い、助言を仰ぎつつ適切な管理を実施しました。 
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   ○開発工程を着実に進めるため、令和７年４月に刷新システム開発部の組織

再編を実施しました。 

  ウ 現行システムへの対応 

  （ア）年金制度改正等への対応 

    ○令和７年年金制度改正について、国民年金の高齢任意加入制度の対象者

の拡大（令和７年６月施行）に係るシステム開発を着実に進め、令和８

年４月に運用を開始しました。また、在職老齢年金の見直し（令和８年

４月施行）や保険料調整制度（令和８年 10月施行）等のシステム開発に

着手しました。その他の改正事項もシステム要件の検討・整理を進めま

した。 

  （イ）機構ＩＣＴ基盤の再構築 

    ○機構ＩＣＴ基盤の再構築に向けて関連システムに係る調整を行い、端末

設備、共通基盤及びネットワーク設備ごとに、環境構築や各種テストを

着実に進め、令和８年１月から運用を開始しました。また、令和８年１

月から令和８年３月にかけて、全国の各拠点において順次窓口装置等の

更改を実施しました。 

 

④ ＩＣＴ化の推進 

  ア 事業所向けオンラインサービス 

  （ア）届出（電子申請の利用促進） 

    ○前年度から引き続き、資本金１億円超の事業所及び被保険者 51人以上の

事業所に対して年金事務所による電話や訪問等による個別勧奨を実施し

ました。また、中小規模事業所への利用促進の強化策として、全ての事

業所に送付する納入告知書による案内、個別勧奨、届書作成プログラム

の機能改善、年金事務所職員への研修の充実等の取組を実施しました。 

    ○主要７届書の電子申請の割合は 77.3％、全事業所における電子申請利用

事業所割合は 38.1％（被保険者 51 人以上の事業所における電子申請利

用事業所割合は 89.6％）となり、令和７年度計画において定めた目標を

達成しました。 

     【主要７届書の電子申請件数・割合（被保険者ベース）】 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

7,859 万件 

（57.7％） 

8,962 万件 

（64.6％） 

10,297 万件 

（70.4％） 

11,171 万件 

（73.9％） 

11,963 万件 

（77.3％） 
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     【事業所の電子申請利用状況】     
 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

資本金１億円超 
22,574 

（93.3％） 

22,091 

（94.1％） 

21,695 

（95.4％） 

21,731 

（94.6％） 

21,119 

（95.9％） 

資本金 

１億円 

以下 

51 人以上 
62,786 

（69.7％） 

72,012 

（78.5％） 

78,392 

（84.1％） 

83,981 

（86.8％） 

86,236 

（89.6％） 

50 人以下 
557,306 

（25.0％） 

622,822 

（27.3％） 

694,796 

（29.7％） 

781,859 

（32.3％） 

864,601 

（35.6％） 

計 
642,666 

（27.4％） 

716,925 

（29.9％） 

794,883 

（32.3％） 

887,571 

（34.9％） 

971,956 

（38.1％） 

 

  （イ）通知、照会・情報提供 

    ○令和７年１月より、サービスの利用対象者を従来のＧビズＩＤをお持ち

の事業所に加え、電子証明書をお持ちの事業主や社会保険労務士にも拡

大したことを踏まえ、新たにサービスの利用が可能となった対象者への

個別勧奨の他、文書・電話・訪問等による利用勧奨を実施した結果、オン

ライン事業所年金情報サービスの利用事業所（事業所及び社会保険労務

士の合計）は、212,470社となり、目標を達成しました。 

     【オンライン事業所年金情報サービスの利用申込件数】 

     令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

申込事業所数 12,873 社 49,253 社 115,008 社 212,470 社 

 

  イ 個人向けオンラインサービス 

  （ア）加入、納付・免除 

    ○国民年金の加入手続・保険料の免除申請等の簡易な電子申請について、

マイナポータル、ねんきんネット、リーフレット、窓口来訪時、年金セミ

ナー、機構ホームページ、SNS等により利用案内を実施した結果、令和７

年度計画において定めた目標を達成しました。 

     【国民年金関係届書の電子申請件数（割合）】 
 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

国民年金被保険者 

関係届書（申出書） 

3.8 万件 

（3.2％） 

15.5 万件 

（10.8％） 

30.8 万件 

（19.9％） 

40.8 万件 

（25.0％） 

国民年金保険料 

免除・納付猶予申請書 

8.5 万件 

（2.1％） 

25.7 万件 

（6.7％） 

36.3 万件 

（10.0％） 

50.5 万件 

（13.4％） 

国民年金保険料 

学生納付特例申請書 

5.6 万件 

（4.6％） 

25.9 万件 

（12.7％） 

43.1 万件 

（22.0％） 

56.5 万件 

（29.1％） 

 

  （イ）申請（届出） 

    ○扶養親族等申告書の簡易な電子申請サービスについて、上記（ア）加入、

納付・免除と同様に各種利用促進の取組を実施した結果、令和７年度計

画において定めた目標を達成しました。 
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    【扶養親族等申告書の電子申請件数（割合）】 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

26万件（3.8％） 48万件（7.2％） 

伸び幅＋3.4pt 

59万件（13.1％） 

伸び幅＋5.9pt 

 

    ○老齢年金請求書等の電子申請の利用促進を目的として、お客様アンケー

トの意見やコールセンター等への問合せ内容の分析結果を基に、ホーム

ページやリーフレット等の記載内容の見直しを実施しました。また、年

金請求の事前相談に来訪されたお客様向けの詳細な電子申請手順を記載

した電子申請ガイドを作成し、窓口等で電子申請の周知・広報を実施し

ました。その結果、令和７年度において、老齢年金請求書の電子申請対

象者の 10.2％が電子申請により請求書を提出しました。 

    【給付関係届書の電子申請件数（割合）】 

届書 令和６年度 令和７年度 

老齢年金請求書 2,797件（11.5％） 10,567 件（10.2％） 

受取機関変更届 2,583件（2.2％） 17,187 件（3.2％） 

65歳裁定請求書（ハガキ） 25,309 件（9.5％） 110,191 件（12.6％） 

 

  （ウ）通知・情報提供 

    ○各種オンラインサービスのペーパーレス化等について、各種利用促進の

取組を実施しました。社会保険料（国民年金保険料）控除証明書、公的年

金等の源泉徴収票は令和７年度の目標を達成しました。また、ねんきん

定期便については、令和６年度末より 76.6万人増加したものの、ねんき

ん定期便送付者に対するペーパーレス化登録率は 8.0％に留まりました。 

     【通知書のペーパーレス化の登録状況】 

通知書 件数 
令和６年度 令和７年度 

当年度 前年度比 当年度 前年度比 

国民年金保険料 

控除証明書 

登録数 83.0 万人 ＋52.4 万人 141.7 万人 +58.7 万人 

割合 10.1％ ＋6.6pt 17.6％ ＋7.5pt 

公的年金等の 

源泉徴収票 

登録数 81.5 万人 ＋51.0 万人 134.4 万人 +52.9 万人 

割合 2.3％ ＋1.5pt 3.8％ ＋1.5pt 

ねんきん定期便 
登録数 470.0 万人 ＋116.4 万人 546.6 万人 +76.6 万人 

割合 7.1％ ＋1.8pt 8.0％ ＋0.9pt 

 

  （エ）相談 

    ○佐渡・五島・壱岐の３か所において閉域網を利用して実施してきたテレ 
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ビ電話相談について、令和８年２月から Web 会議サービスを利用して実

施する方法に変更し、変更を機に市区町村役場におけるオンライン年金

相談の対象拡大を進めるとともに、将来的に来訪せずに自宅からオンラ

イン年金相談が可能となるよう検討を進める方針を整理しました。 

    ○ねんきんネット上で文書相談の受付・回答を実施するサービスの試行実

施について、相談内容、件数、機構の回答状況等を分析し、その結果を踏

まえ、より広範な相談ニーズを把握することを目的として、試行実施対

象者を現在の海外在住者及び身体等障害者から年金事務所のない離島在

住者へ拡大する方針を整理、必要な準備を進めました。 

  ウ デジタルワークフローの確立 

  （ア）「紙をなくす・紙を移動させない」事務処理の推進 

    ○拠点が紙で出力している帳票（125帳票・約 2,870万枚）のうち、出力枚

数が多く事務処理効率化の効果が大きい 14 帳票・約 1,000 万枚につい

て、令和８年１月から電子化又は帳票を廃止するためのシステム開発に

着手しました。 

     また、市区町村に送付している国民年金処理結果一覧表について、紙媒

体から電子媒体への移行促進を図るため、年金局と調整して対応方針を

決定しました。 

  （イ）ＩＣＴの活用等による内部処理の効率化 

    ○年金相談に必要な年金記録の自動印字等を行うＲＰＡの機能について、

令和７年４月から、年金相談時等に使用する処理票を新たに自動印字の

対象に追加しました。 

    ○国民年金保険料及び厚生年金保険料の口座振替に係る金融機関との情報

授受について、年金局と連携してデータの回付方法を検討し、外部機関

との調整やシステムへの影響範囲の調査を実施しました。 

    ○機構本部業務の効率化を図るため、年金個人情報を扱わない機構内部の

業務（議事録作成や職員からの照会対応）を対象に、令和７年４月から

10月まで生成ＡＩを活用した技術検証を実施し、業務への有効性（効率

化効果）を確認しました。 

     また、機構本部の全部署に対して意見照会を実施してニーズを把握する

とともに、ＡＩの知見を有する事業者に対し情報提供依頼を行い、更な

る生成ＡＩの活用範囲拡大及び本格導入に向けた検討を進めました。 
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（３）業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要事項 

① 内部統制システムの有効性確保 

  ア 事務処理の正確性の確保 

   ○日報や事務処理誤り報告等の日々のモニタリングにより事務処理誤りを早

期に発見し、役員等への報告及び個別対応を速やかに実施しました。 

また、令和６年度の事務処理誤りの年次公表を令和７年９月に行うなど、 

事務処理誤りの月次公表及び年次公表を適切に行うとともに、公表した事

案は点検・分析を行い、関係部署と情報共有を図りました。 

   ○事務処理誤りを発生させた部署は、リスク部門等関係部署に直ちに報告す

るとともに、関係部署と連携の上、進捗管理を徹底しての早期完了、発生

原因の調査・分析及び再発防止策を策定しました。リスク部門は、事務処

理誤りを発生させた部署からの報告を受け、役員等へ速やかに報告し、原

因の追加調査及び再発防止に向けて本部各部門へ必要な対応を指示しまし

た。本部各部門は、事務処理誤りの進捗確認及び事案管理を行うとともに、

発生原因の調査・分析の結果を踏まえ、システム改修及び業務処理マニュ

アルの改正等の必要な再発防止を図り、拠点への周知・徹底を行いました。 

  イ リスク管理とコンプライアンス確保 

   ○首都直下型地震等により機構本部が被災した場合の非常時における年金支

払の継続に備え整備している暫定支払体制において、平常時から年金支払

に必要な準備等を実施しました。また、年金局等の関係機関と合同会議及

び被災時を想定したシミュレーションに基づく支払訓練の実施及びマニュ

アルの改善を行い、運用面を強化しました。 

   ○コンプライアンス意識等の維持・向上のため関連部署との連携や外部講師

活用等により、受講者の属性（本部管理職・拠点のコンプライアンス責任

者・新規採用者等）に応じた各種研修の実施、グループウェアを活用した

情報発信、自己点検等を実施しました。 

   ○現場と本部の情報共有や拠点の取組状況等の確認・指導のため、地域部の

部長、グループ長、事業推進役による拠点訪問・テレビ会議システム等で

の意見交換を実施しました。 

   ○年金局と機構の幹部による定期連絡会議を定期的に開催し、組織的に継続

して取り組むべき課題の進捗状況や問題点の共有を図るとともに、引き続

き厚生労働省職員と機構職員の相互の人事交流や厚生労働省職員の常駐を

実施しました。 

  ウ 内部監査の高度化 

   ○事業の動向等を踏まえた監査手法の高度化や適正な監査の実施のため、各

種データの収集・分析、モニタリングにより検知したリスクの発生可能性
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及び影響度に応じて監査対象及び項目を選定するとともに、業務集約・制

度改正・システム更改等を考慮し、年金事務所、事務センター及び本部・年

金センターに対する業務検査、システム監査、情報セキュリティ監査、外

部委託先監査等を実施しました。 

   ○新任者を中心としたＯＪＴを実施し、内部監査の実施に係る一連の手順の

理解及び監査の専門的知識の習得を図るとともに、外部専門講師による集

合研修を開催し、監査の検出事項にかかる原因分析を探る監査担当者のス

キル向上を図りました。また、民間企業等の外部機関監査担当者による研

修に参加し、内部監査に係る動向把握を行いました。 

  エ 契約の競争性・透明性の確保等 

   ○調達の性質に応じた適正かつ合理的な契約方法を採用するほか、見積額の

妥当性を検証し、調達案件の厳正な審査・点検を実施しました。 

また、入札結果等から市場の動向や社会経済情勢の変化を把握して、情報 

共有を図ることで適切な調達を追求し、契約の競争性・透明性の確保及び

コストの削減に努め、業務の正確性及びサービスの質の向上を図りました。 

   ○調達委員会の審査を経た調達計画に基づき年間の調達計画額を定めるとと

もに、少額の随意契約の場合も入札に準じてホームページに見積公告を掲

載する等、調達業務における競争性・透明性の確保及び業務の正確性とサ

ービスの質の向上を図りつつコスト削減に努め、総合評価落札方式を適用

するものを除く競争性のある契約について、調達計画額（26,083 百万円）

からの削減額は 7,556百万円、削減率は 29.0％となりました。 

 

 ② 個人情報の保護 

  ア 組織面の対策 

   ○情報管理対策本部を原則、毎月開催し、機構の情報セキュリティの方針決

定や進捗確認を行ってきたほか、外部の機関による監査等で明らかになっ

た課題への対応策をまとめる等、情報セキュリティ対策の継続・強化を推

進しました。 

   ○最高情報セキュリティアドバイザー及び情報セキュリティ対策支援業者か

ら専門的・技術的な知見に基づく助言を受けることにより、情報セキュリ

ティ対策の強化を図りました。 

イ 技術面の対策 

○外部の専門家が行うリスク分析評価は、内部不正による個人情報の漏えい 

のリスクについて、令和６年度から令和８年度にかけて継続して作業を実

施しており、令和７年度予定分の情報システムについて作業を実施しまし

た。また、外部の専門家が行うインターネットに接続するシステムを中心
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とした脆弱性診断及びペネトレーションテストは、令和７年度に計画した

作業を終了しました。 

   ○年金個人情報等専用共有フォルダについて、引き続きインターネット環境

及び共通事務システム領域からの遮断を徹底しました。 

また、年金個人情報等専用共有フォルダ及び事務共有フォルダの運用に当 

たっては、不要なファイルの削除を徹底しました。 

   ○情報処理推進機構（IPA）の「情報セキュリティ 10 大脅威」に「ランサム

攻撃による被害」が最上位としてあげられ、国内大手企業が次々と被害を

受けていることから、万が一、ランサムウェア被害にあった場合の業務継

続性として、実際に国内で起きた代表的事例から情報収集・分析を行い、

機構が保有する情報システムの点検を進めました。 

 

③ 文書管理及び情報公開 

  ア 文書の適正管理 

○経過管理・電子決裁システムでスキャン等処理を行った届書については、 

経過管理・電子決裁システム稼働時から電子データを正本とし、元の紙届

書等については写しとして３年間保管後に廃棄を可能とするルールの運用

を開始するとともに、年金事務所において３年保管が終了したものから令

和７年４月より廃棄を開始しました。 

  イ 情報公開の推進 

   ○日本年金機構法等に基づき公表が義務付けられているものについて、適時

適切に公表を実施するとともに、日本年金機構情報開示規程に基づき、事

務処理誤りの月次及び年次の公表を実施しました。 

   ○アニュアルレポートについて、業務実績に係る重点取組を掲載するととも

に、文章の簡潔化及び図表の活用により視覚的に理解しやすいよう取りま

とめ、令和７年 12月に公表しました。また、読み手への効果的な発信を行

うための新たな取組として、当年度の重点取組を部門別に担当理事から紹

介するページを作成するとともに、機構ホームページへの掲載や各拠点・

市区町村・年金委員等へ配付により、地域年金展開事業での活用を推進し

ました。 

 

④ 人事及び人材の育成 

  ア 人事方針、人材登用 

○制度と実務に精通した職員の育成や組織一体化を促進する観点から、本部・

拠点間の人事異動を引き続き積極的に実施しました。 

また、拠点間の人事異動について各職員が本拠地とする都道府県を中心に
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行うことを基本としつつ、全国拠点網を安定的に維持・運営するために必

要な範囲で全国異動を実施しました。 

  イ 多様な雇用形態への対応 

○ハローワーク（雇用指導官）に助言、指導を仰ぐ等、積極的に障害者の雇

用に取り組み、令和７年６月１日時点において障害者雇用率は 2.95％とな

りました。 

また、全拠点に対して積極的な採用活動の促進や各都道府県のハローワー

クが共催している障害者就職面接会への参加を指示する等、障害者雇用を

促進するための取組を着実に実施しました。 

○正規職員の定年退職者について、経験・実績を活かした役割業務を担うと 

ともに、従前の単年度雇用のエルダー職員制度を 65歳までの５年間の継続

雇用とする新たな制度としてシニア職員制度を導入しました（令和７年４

月～）。 

また、現役時代のスキルや経験を活かせるよう、退職時のポスト（給与ク  

ラス）・業務・役割を踏まえて配置しました。 

○70歳までの就業確保を視野に入れ、突発的な休職者が生じた拠点を支援す

る職員として 65 歳までの雇用契約満了後に最大３年間の雇用を行う仕組

み（業務支援職員制度）を導入しました。令和７年４月から一部の地域（東

京、大阪）において試行実施を行うとともに、令和８年４月から計 13都道

府県まで対象地域を拡大しました。 

  ウ 時間外勤務の縮減 

   ○ノー残業デーの徹底等の実施により時間外勤務時間実績は、管理職が月平

均 13 時間 48 分、一般職が月平均８時間 14 分となり、目標を達成しまし

た。 

   【時間外勤務の状況（正規雇用職員一人当たりの月平均）】 

年度 令和６年度 令和７年度 

機構全体 ９時間 19分 ９時間 36分 

内訳 
管理職 13時間 32分 13時間 48分 

一般職 ７時間 53分 ８時間 14分 

 

  エ 年次有給休暇の確実な取得 

   ○機構内報誌への掲載や事務連絡の発出による連続した休暇取得の奨励、各

拠点に対する年次有給休暇取得状況一覧及び他拠点における好取組事例の

提供等の取組の結果、令和７年度における平均取得日数は 15.6日（令和６

年度：14.8日）となり、目標を達成しました。 
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オ 女性の活躍推進 

   ○管理職候補となる女性職員を対象として、中堅職員としての役割や責任を

理解し、管理職を目指す意識を高めるための研修（キャリアアップ研修）

を実施しました。また、フォローアップとして、研修受講者に対する個別

面談（キャリア面談）を実施する等、管理職登用試験受験への後押しを実

施しました。 

   ○令和８年４月時点の女性管理職比率は 20.2％となり、令和７年度末目標を

達成しました。 

   ○共働き・共育てできる環境づくりの推進のため、配偶者の妊娠・出産等の

申出があった職員に対し、育児休業制度等に関する個別周知・意向確認を

徹底する等、育児休業を取得しやすい職場環境の整備を進めた結果、男性

の育児休業取得率は 91.67％となりました。 

    【男性の育児休業取得状況】 

年度 令和６年度 令和７年度 

育児休業取得率 76.19％ 91.67％ 

育児休業平均取得日数 134.05 日 97.21日 

※育児休業取得率＝育児休業取得した職員数／本人（配偶者）が出産した職員数 

分母が当該年度の出産者数、分子が当該年度の育児休業の取得者数として集計。

出産した年度と育児休業を取得した年度にずれが生じる場合がある。 

 

カ 優秀な人材の確保 

   ○令和８年卒（2026年卒）新卒採用活動を通じて、令和８年４月に 436人が

入構しました。この令和８年卒（2026年卒）新卒採用に当たっては、令和

６年度以降インターンシップや、オンライン座談会の実施、就職情報会社

が主催するセミナーや合同企業説明会への参加、大学への個別アプローチ

を通じて、応募者増加に向けた取組を実施しました。 

   ○機構ホームページ及び転職情報サイトを活用した外部人材採用を実施する

等、より幅広く広報活動を行い人材確保に努め、令和７年度は７月にシス

テム分野で１名採用しました。 

キ 人材の育成 

   ○階層別研修（昇格・登用者等向け）、業務別研修（全職員向け）を実施する

とともに、高い専門性が求められる分野（システム等）において、各分野の

最新の動向を踏まえた専門別研修を外部機関等も利用しながら実施しまし

た。また、デジタル化を推進する人材を育成するためＤＸ研修の対象を拡

大しました。 

 



47 
 

ク ハラスメントの防止 

   ○全職員対象の職場内研修のほか、新任所長・新任副所長・新任課室長研修

を実施しました。また、新規採用時・正規登用時・無期転換時に加え、新た

にＣ２級（課長代理級）昇格時において、ハラスメント防止研修を実施し

ました。 

   ○業務別研修（管理者コース）において、カスタマーハラスメントへの対応

及びカスタマーハラスメントを受けた職員のケアについて研修を実施しま

した。 

    また、令和７年 10月に「苦情・不当要求対応マニュアル」を改訂し、カス

タマーハラスメントの定義付け、不当要求への対応手順をより分かりやす

いものに見直ししました。 

 

（４）不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

○速やかに廃止することが適当と決定した宿舎について、国庫納付に向けた手

続を進めました。また、建物の老朽化等の理由により用途廃止と整理された

宿舎等についても、不要財産として国庫納付等に向けた手続を進めました。 

○年金事務所等における、今後の建替えもしくは賃貸物件への移転実施時期等

について、各施設の状況を安全面、整備コスト面、施設運営面それぞれの視

点からスコア化し、判断する基準について検討を進めました。 

○宿舎について、第３回存廃判定を実施し、新たに 25宿舎の廃止を決定しまし

た。 

 


	

